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次世代法の認定企業が 31社 になりました
～ 「くるみん」がいる会社は働く人の子育てをサポートしています～
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認定企業は、左の次世代認定マーク 「くるみん」

を広告や商品、ホームページに表示し、「子育てサ

ポート企業」として広くアピールできます。

次世代育成支援対策推進法 (以下、「次世代法」という。)は 、次代の社会を担うすべての子ど

もが健やかに生まれ、育成される環境の整備を図るため制定されました。この次世代法では、平

成 17年 から企業に自社の仕事と家庭の両立を支援するため、これから取り組む雇用環境の整備

等を内容とした 「一般事業主行動計画」を策定することを求めており、また、平成 19年 からは、

行動計画を進め、一定の成果をあげた企業を認定しています。

兵庫県内の認定企業は、平成 22年 10月 28日 現在で 31社 となりました。(資料 1)

認定を受けた企業は別表のとおりです。(資料 2)

次世代対策に取組み成果をあげる企業が増える一方で、行動計画の策定 ・届出が義務付けられ

ている301人 以上の従業員を雇用する企業のうち、届出企業は447社 (届出率 99.6%)

また、平成 23年 4月 から行動計画の策定 ・届出が義務付けとなる企業の届出率は 8.7%に

留まっており、早期の計画策定と届出が求められます。

1 認 定状況 (資料 1)

認定企業は 31社 、うち従業員 300人 以下の企業は 5社 (うち平成 22年 認定 9社 )

認定企業は、平成22年 も増加し、認定企業数は全国5位 (平成22年 9月末現在)となっています。

301人 以上企業 26社  (う ち平成 22年 認定企業 7社 )

300人 以下企業  5社  (う ち平成 22年 認定企業 2社 )

合計 31社  (う ち平成 22年 認定企業 9社 )

2 -般 事業主行動計画の届出状況(資料 1)

平成23年 4月 1日から義務化される、従業員数 101人 以上300人 以下の企業の

届出率はわずか8.7%

平成 22年 9月 末現在の一般事業主行動計画届出企業数は 1, 149社 で、うち計画の策定 ・届出

が義務付けられている、従業員 301人 以上の企業は447社 (届出率 99,6%)と なっています。

ゆ



一方、次世代法の改正によって平成 23年 4月 1日から同計画の届出が義務付けられる、従業員

101人 以上300人 以下の企業は134社 で、届出率は8.7%と 依然低い状況です。

【一般事業主行動計画策定届の届出状況 (平成22年 9月末現在)】

企業規模 届出状況

301人 以上 (届出義務付け) 447社 (届出率 99.6%)

101人 以上 300人 以下

(平成 23年 4月 から義務付け)
134社 (届出率  8,7%)

100人 以下

(平成 23年 4月 以降も努力義務)

568社

計  1 , 1 4 9 社

3 -般 事業主行動計画策定等への支援

一般事業主行動計画策定等に関しては、兵庫労働局雇用均等室 (TEL:078-367-0820)

で相談に応じています。

下の次世代育成支援対策推進センター (※)で も、ご相談をお受けいたします。

【兵庫県内の次世代センター】                 50音 順

尼崎経営者協会 T E L  0 6 - 6 4 1 1 - 4 2 8 1

姫路経営者協会 TEL  0 7 9-2 8 8- 1 0 1 1

兵庫県経営者協会 TEL  0 7 8-3 2 1-0 0 5 1

兵庫県中小企業団体中央会 T E L  0 7 8 - 3 3 1 - 2 0 4 5

※ 次世代育成支援対策推進センターとは、申請を受けて厚生労働大臣が指定した
地域の事業主団体で、一般事業主行動計画の策定や実施に当たり、育休を取り
やすい職場環境づくりなど具体的な取組み方についての相談に応じます。

厚生労働省のホームベージでは、会社の状況に応じた様々なモデル計画をご覧いただけます。

http://wwY.mhiV.goojp/genera1/seido/koyou/jisedai/index.himl

<添 付資料一覧>

1 兵 庫県内の認定状況及び一般事業主行動計画策定届の届出状況

2 次 世代法に基づく認定企業一覧(兵庫県内)

3 -般 事業主行動計画の策定 ・届出、公表 ・周知が義務となります 1!

4 次 世代育成支援対策推進法(抄)

5 次 世代法に基づく認定基準



兵庫県内の認定状況及び一般事業主行動計画策定届の届出状況  憲 霊ここご聾

1.認 定企業 (平成 22年 10月 28日 現在)

(1)従 業員 301人 以上企業 26社  (7社 )

(2)従 業員 300人 以下企業 5社  (2社 )

計 31社  (9社 )

2.「 一般事業主行動計画」届出状況 (平成 22年 9月 末現在 )

兵庫県 全 国

(1)従 業員 301 (以上企業 449 13,869

届出企業数 447 12,681

届出率 99.6% 91.4%

(2)従 業員 101人 以上 300人 以下企業 1,538 35,655

届出企業数 134 3,901

届出率 8,7% 10.9%

(3)従 業員 100人 以下企業届出数 568 21,858

計 1,149 38,440



次世代法に基づく認定企業
一覧

規模欄に 「※」のある企業は、中小企業 (従業員 3

(兵庫県内)

00人 以下)で す。

(50音順)

年 企業名
所在地

(市区町村まで)
規模 認定回数

平成 22年

阿比野建設 (株) 姫路市 ※

尼崎信用金庫 尼崎市

川崎重工業 (株) 神戸市

(株)神 戸デジタル ・ラボ 神戸市 ※

(医)晋 真会ベ リタス病院 川西市

日本イーライ リリ
ー (株) 神戸市 2回 目

富士通周辺機 (株) 加東市 2回 目

富士通テン (株) 神戸市 2回 目

(株)みなと銀行 神戸市

平成 21年

(株)ア シックス 神戸市 2回 目

池田電機 (株) 姫路市

ヨベルヨシステム (株) 神戸市

(株)神 鋼環境ソリュ
ーション 神戸市

住友ゴムエ業 (株) 神戸市

兵庫信用金庫 妊路市 2回 目

伸戸信用金庫 神戸市

生活協同組合コープこうベ 神戸市

(株)ト ーホ
ー 神戸市 ※

(株)ト
ーホース トア 神戸市

平成 20年

(株)ト ーホービジネスサ
ービス 神戸市 ※

(株)ト
ーホーフー ドサー ビス 神戸市

日本ベーリンガ
ーイングルハイム (株) 川西市

(株)ノ ー リツ 神戸市

姫路信用金庫 姫路市

プロクター ・アン ド・ギャンブル ・ジャパン (株) 神戸市

マックスバ リュ西 日本 (株) 姫路市

三ツ星ベル ト (株) 神戸市

モロゾフ (株) 神戸市

平成 19年

( 株) ア シ ックス 神戸市

伊藤ハム (株) 西宮市

片出キッズクリニック 神戸市 ※

神姫バス (株) 姫路市

日本イーライ リリー (株) 神戸市

兵庫信用金庫 姫路市

富士通周辺機 (株) 加東市

富士通テン (株) 神戸市



も 、

従業員が101人 から300人 の事業主の方へ 蝉豊 8

次の世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境をつくるためには、国、地方公共団体、

企業、国民が一体となつて対策を進めていかねばなりません。そこで平成15年、次世代育成支援

対策推進法 (以下 「次世代法」)が 制定されました。

次世代法に基づき、現在、301人以上の従業員を雇用する企業は、仕事と子育ての両立を図る

ための 「一般事業主行動計画」を策定し、都道府県労働局に届出、公表、従業員への周知が義務

づけられています。

平成23年 4月 1日からは、行動計画の策定・届出、公表・周知が、従業員 101人 以上の

企業に義務づけられるようにな ります (loo人 以下の企業は努力義務です)。

ジヨゼお攣べf
行動計画つて ?

るものです。なお、

従業員のニーズを踏

企業が従業員の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や、

子育てをしていない従業員も含めた多様な労働条件の整備などに取り

組むに当たって、①計画期間 ②目標 ③目標達成のための対策を定め

目標は職場の実情に応じてイ可項目設定していただいても構いませんが、

まえたものとすることが重要です。

モチ′しFI出IAi■ 】明在tノている村品かイて、いうしヽち行■―スのあるぶ村

社員がその能力を発揮 し、仕事 と生活の調示8を図 り働きやすい雇用環境の整備を行 うた

め、次のように行動計画を策定する。

1,計 画期間  平 成   年   月   日 ～平成   年   月   日 までの   年 間

2.内 容

目標 1:妊 娠中の女性社員の母性健康管理についてのパンフレットを作成 して社員

に配布 し、制度の周知を図る

<東」策 >

●平成  年   月 ～ 社 員へのアンケー ト調査、検討開始

●平成  年 度～   制 度に関するパンフレットの作成 。配布、管理職を対象とした

研修及び社内広報稀などによる社員への周知

目標 2:平 成  年   月 までに、」ヽ学校就学前の子を持つ社員が、お望する腸台

に利用できる短時間勤務制度を導入する。

く対策>

●平成

●平成

月～ 社 員へのアンケー ト調査、検討開始

月～ 制 度の導入、社内広報鶴などによる社員への周知

目標 3:平 成   年   月 まで に、子の書強休畷の対象範囲を拡大する (子の対象

年齢の拡大、学校行事への参力0や育児全限に使えるようにするなど)。

月～  棲 前会の設置、検8す開始

月～  社 内広報摘などによる社員への参観日実施についての周知

月～  参 観 日の実施、社員へのアンケ
ー ト調査、次回に向けての検討

行動計画を策定する際は、

厚生労働省ホームページ内

「モデル行動計画」を

ご活用ください !

<ア クセス方法>

:①以下のURLを 直接入力。

!httpt〃www.mhiw.go.jp/generayseid。 /

:kOyOuttiseda7index口htmi#d十_01
,②厚生労働省 トップページ

(http:〃www口 rnhiw.9o.jp/)
→行政分野ごとの情報 :雇用均等 ・両立支

援 ・パート労働→ トビックス :一般事業主

イ手動計画のモデメИ子動計画はこちらからダ

ウンロードできます(2010年 10月 )

会社の状況に応じた、さまざまな

モデル計画を掲載しています。



蔓狩
行動卦苗あム義と徒業員への周知

行動計画を策定 (または変更)し たら、行動計画そのものを一般に公表し、従業員へ周知
を行つてください。

行動計画の公表方法

(1)イ ンターネッ トの利用 (21世紀職業財団が運営する 「両立支援のひろば」(※)や、
自社のホームページヘの掲載)

(2)都 道府県、市区町村の広報誌への掲載 な ど
r 募

申 車 襲 類 尊 頬 車 申 申 揮 森 軽 幕 a l t g 苺率 申 頚 寮 車 尊 襲 襲 襲 襲 襲 萌 頼 藤 頼 輩 車 晦 率 襲 範 車 嬢 尊 お " 率 お 申 車 中 申 申 車 車 車 申

■

※両立支援のひろば

企業が行う、仕事と家庭の両立支援の取り組みや行動計画を閲覧 ・検索できるサイ トです。

このサイ トに登録することによつて、行動計画の公表を無料で行うことができます。

ぜひ、ご利用ください。 http:〃www.ryouritsushien.jp/

行動計画の従業員への周知方法

1)事 業所の見やすい場所への掲示や備え付け
2)従 業員への配布

3)電 子メールを利用して送信 な ど

計画策定の届出

行動計画を策定したことを都道府県労働局に届け出てください。このとき、行動計画そ

のものを届ける必要!まなく、策定届 (変更の場合は変更屋)の み提出してしヽた
だきます。

行動計画を策建してt 都道府県労働局へ届け出ましょう。

一動！行尊

肩出様式はこちら⇒
届出様式は、厚生労働省ホームページからもダウン回―ドできます。

http://www.mhiw口9o.jp/9enerayseid。/kOyouttisedai/index.htmi#dl_01
厚生労働省トップページ (httpi〃wwW.rnhlw"9o,jp/)→行政分野ごとの1青報 「雇用均等 ・両

立支援 ・パート労働」→トビックス 「一般事業主行動計画のモデブ%子動計画はこちらからダウ
ン回―ドできます(2010年10月)」→ダウンロ

ード 「(1)一般事業主行動計画の策定
・変更届出

様式ぶづウンロードできます。」

く)厚 生労働省 ・都道府県労働局



様式第一号 (第一条の二及び第二条関係 )(第 一面)

(日本工業規格 A p l 1  4 )
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一般事業主行 動計画策定 ・変更届

届 出年月 日  平 成   年   月   日
都 道府 県労働局長 殿

一般事業主 の氏名又 は名 称
( 法人 の場合 ) 代 表者 の氏名           印

住      所  〒

電 話 番 号

一般事業主行 動計画 を ( 策定 ・変更 ) し た ので、次世代育成支援 対 策推進 法第 1 2 条
( 第 1 項 ・第 4 項 ) の 規定 に基づ き、下記 の とお り届 け出ます。

記

入

した 日          平 成   年   月   日

容 ( 既に都 道 府 県 労働 局長 に届 け 出 た一 般 事 業 主 行 動
及 ぼす よ うな場 合 に限 る。 )

成  年   月   日  ～  平 成   年   月   日

定めている

関す るものを定めている

6 。 一般事業主行動計画の公表の方法

①  イ ン タ ー ネ ッ トの 利 用 ( 自社 の ホ ー ムペ ー ジ 。両 立 支 援 の ひ ろ ば 。そ の他
(      ) )

②  そ の他の公表方法

(                                        )

7 , 一 般事業主行動計画の労働者への周知の方法

① 事 業所内の見やすい場所への掲示又は備 え付け

② 書 面による労働者への交付

③ 電 子 メールによる送信

④ そ の他の周知方法

(                                        )

8 。 次世代育成支援対策の内容 ( 第二面に記載す ること)

9 . 次 世代育成支援対策推進法第 1 3 条 に基づ く認定の申請をする予定 ( 有 ・無 ・未定)



( 第二面 )

( 記載要領 )

1 , 「 届 出年 月 日」欄 は、都道府 県労働 局長 に 「一般 事業主行 動計画策定 ・変更届」 ( 以下 「

届 出書」 とい う。 ) を 提 出す る年月 日を記載す る こ と。

2 . 「 一 般事 業 主 の氏名 又は名称 、代表者 の氏名 、住所及び電話番号 」欄 は、申請 を行 う一般

事業 主の氏名 又 は名称、住所及 び電話番号 を記載す るこ と。氏名 につ いては、記名押 印又

は 自筆 に よる署名 のいずれか に よ り記載す るこ と。一般事業主 が法人 の場合 にあっては、

法人 の名 称 、主た る事務所の所在地及 び代表者 の氏名 を記載す るこ と。代表者 の氏名 につ

いて は、記名押印又 は 自筆に よる署名 のいずれ か によ り記載す るこ と。電話番号 につ いて

は、主た る事務所 の電話番号 を記載す るこ と。

3 . 「 一般事業主行動計画 を ( 策定 ・変更) 」 欄 は、該 当す る文字 を○で囲む こと。 「第 1 2 条

( 第 1 項 , 第 4 項 ) 」 欄 は、常時雇用 す る労働者 の数が 3 0 1 人 ( 平成 2 3 年 4 月 1 日 以

降 は、 1 0 1 人 ) 以 上の一般 事業主 は第 1 項 の文字 を①で、 3 0 0 人 ( 平成 2 3 年 4 月 1

日以 降は、 1 0 0 人 ) 以 下の一般事 業主 は第 4 項 の文字 を○で囲む こ と。

4 . 「 1 . 常 時雇 用す る労働者 の数 」欄 は届 出書 を提 出す る 日又 は提 出す る 日前 の 1 か 月以内

のいずれ か の 日において常時雇 用す る労働者 の数 を記載す るこ と。

5 , 「 2 . 一 般 事業主行動計画 を ( 策定 ・変更 ) し た 日」欄 は、該 当す る文字 を①で囲む とと

もに、策 定又 は変更 した 日を記載す るこ と。

6 . 「 3 , 変 更 した場合 の変更内容」欄 は、該 当す るものの番 号 を①で囲む こ と。

7 , 「 4 . 一 般 事業主行動計画の計画期 間」欄 は、策 定 した
一般事業主行動計画 の計画期 間の

初 日及び末 日の年月 日を記載す る こ と。

8 。 「5 . 目 標 」欄 は、達成 しよ うとす る 目標 として
一般事業主行動 計画 に定めた ものに該 当

す るもの の番 号 を①で囲む こ と。

9 . 「 6 。 一 般 事 業主行 動計画 の公 表 の方 法」欄 は、該 当す るものの番 号 を○ で囲 み、① を

囲 んだ場 合 は、その方法を囲む か、記載す るこ と。 「②  そ の他 の公 表方法」の番号 を①

で囲んだ場合 は、①以外 の公 表 の方法 を記載す ること。 なお、当該欄 につい ては、公表 が

義務 で あ る事業主 につ いては、必ず記載す るこ と。また、努力義務 で あ る事 業主 につ いて

は、公表 を行 つてい る場合 に記載す る こと。

1 0 。 「7 . 一 般 事業 主行動計画 の労働者 へ の周知 の方 法」欄 は、該 当す るものの番号 を○

で 囲み、 「④  そ の他 の周知方 法」 を○で囲ん だ場合 は、① か ら③以外 の周 知 の方法 を記

載す るこ と。 なお、当該欄 につ いて は、周 知が義務 で ある事業主 につ いては、必ず記載す

る こと。また、努 力義務 であ る事業主 については、周知 を行 つてい る場合 に記載す るこ と。

1 1 . 「 8 . 次 世代育成支援対策 の内容 」欄 は、
一般 事業主行動計画 の内容 として定 めた事項

について、行動計画策 定指針 ( 平成 2 1 年 国家公 安委員会、文部科学省 、厚生 労働省 、農

林水産省 、経済産業省 、国土交通省 、環境省告示 第 1 号 ) に おいて
一般事業 主行動計画 に

盛 り込む こ とが望 ま しい とされ てい る事項 を定 めた場合 は、その記 号 ( 1 の ( 1 ) の アか

らシ、 1 の ( 2 ) の アか らオ、 2 の ( 1 ) か ら ( 5 ) ) を ○で囲み、その他 の項 目を定め

た場合 は 1 の ( 1 ) の 「その他 」、 1 の ( 2 ) の 「その他 」又 は 2 の 「その他 」 にその概

要 を記載 す る こと。変更届の場合 は、変更後の
一般事業主行動計画 の内容 と して定 め られ

てい る項 目のすべ てについて○で囲み又は記載 す るこ と。

1 2 . 「 9 , 次 世代育成支援対策推進法第 1 3 条 に基づ く認 定の申請 をす る予定」欄 は、該 当

す る文字 を○で囲む こと。



様式第
一号 (第一条の二及び第二条関係) (第二面)
行動計画策定

指針の事項 次 世 代 育 成 支 援 対 策 の 内 容 と し て 定 め た 事 項
-

妊 娠 中や 出産 後 の女 性 労 働 者 の健 康 の確 保 につ い て 、 労働 者 に対 す る制 度 の周 知 や 情
報 提 供 及 び 相 談 体 制 の 整 備 の 実 施１

一雇

用

環

境

の

整

備

に

関

す

る

事

項

（
１
）
子
育

て
を
行

う

労

働
者

等

の
職
業
生

活
と
家
庭
生

活
と

の
両
立

を
支
援
す

る
た
め

の
雇
用
環
境

の
整

備

ア

イ

ツ

エ

育児休業を取得 しやす く、職場復帰 しやすい環境の整備 と
置の実施

(ア)男 性の育児休業取得を促進するための措置の実施

して次 のいずれか一つ以上の措

(イ)労 働者 の育児休業 中における待退及び育児休業後の労働条件に関す る事項につ い て の
周 知

(ウ)育 児休業期間中の代替要員の確保や業務内容、業務体制の見直 し
(工)育 児休業をしている労働者の職業能力の開発及び向上のための情報提供
(オ)育 児休業後 における原職又は原職相 当職への復帰のための業務内容や業務体制 の見直

オ 子 どもを育 て る労働 者 が利 用 で き る次 の いず れ か 一つ 以 上 の措 置 の 実施
( ア) 三 歳以上の子を養育す る労働者に対する所定外労働 の免除
( イ) 三 歳以上の子 を養育す る労働者 に対す る短時間勤務制度
( ウ) フ レ ッ ク ス タィ ム 制 度
( 工) 始 業 , 終 業 時 刻 の 線 上 げ 又 は 繰 下 げ の 制 度

カ 子 どもを育て る労働者が利用できる事業所内保育施設の設置及び運営
キ 子 どもを育て る労働者が子育てのためのサー ビスを利用す る際に要す る費 用 の援 助 の措 置 の
実施

ク
力側石 刀` す と もの 看護 の た め の体 暇 につ い て 、時 間 単位 で取 得 で き る等 よ り利 用 しや す
い制度 の導 入

ケ 希 望す る労働 者 に対す る勤 務 地 、担 当業 務 の 限 定制度 の実 施

子 育 て を行 う労働 者 の 社 宅 へ の入 居 に 関す る配 慮 、子 育 て の た め に必 要 な 費 用 の貸 付
けの実 施 な ど子 育 て を しな が ら働 く労 働 者 に配 慮 し 措 置 の 実 施

サ 育 児 休 業 等 、雇 用 保 険 法 に基 づ く育 児 体 業 給 付 、労 働 基 準
ど諸 制 度 の 周 知

シ 出 産 や 子 育 て に よ る退 職 者 に つ い て の 再 雇 用 制 度 の 実 柿

そ

の
他

( 概要 を記 載 す る こ と )

（２

働
き
方
の
見
す巳
し
に
貸

す
る
塗
低
坐
温
舞
作

の
款
軽
踊

ア 】_定生_労働 ?削 減のための措置の実施
イ 年 次 有 給 休 暇 の 取 得 の 促 進 の た め の 措 置 の 実 施

ウ 短時間正社員制度の導入 ・定着

エ 在宅勤務等の場所 ・時間に とらわれない働 き方の導入

オ 職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識の是正のための情報提供 ・研修の実施

そ

の
他

( 概 要 を記 載 す る こ と)

２
　
１
以
外
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
に

関
す
る
事
項

(1) 託 児 室 ・授 乳 コー ナ ー や 乳 幼 児 と一 緒 に利 用 で き る トイ レの設 置 等 の 整 備 や 商 店 街 の
空 き店 舗 等 を活 用 した 託 児 施 設 等 各 種 の子 育 て 支援 サ ー ビス の場 の提 供

( 2 ) 地 域 に お い て子 ど もの 健 全 育 成 の た め の活 動 等 を行 うN P O 等 へ の 労 働 者 の参 加 を支
援 す る な ど、子 ど も 。子 育 て に 関す る地 域 貢 献 活 動 の実 施

( 3 ) 子 ど もが保 護 者 で あ る 労 働 者 の働 い て い る と ころ を実 際 に 見 る こ とが で き る 「子 ど も
参 観 日」 の 実 施

(4) 労働 者 が子 ども との交 流 の時 間 を確 保 し、家 庭 の教育力 の 向上 を図 るた め、企業 内 に
お いて 家庭 教 育講座 等 を地 域 の教育 委員会等 と連携 して開設す る等 の取組 の実施

(5) 若年 者 に対 す るイ ンター ンシ ップ等 の就 業体 験機 会 の提供 、トライ アル 雇 用等 を通 じた雇
入れ 又 は職 業 罰‖練 の推進

そ
の
他

( 概要 を記 載 す る こ と)
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都道府 県労働 局長 殿

計画策 定 ,変 更届

届出年月 日  平 成  年   月

住      所   〒 100-0000

東京都千代 田区両立 1 - 2

電  話  番  号  0 3 - 1 2 3 4 - 5 6 7 8
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莱
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(言益終鷲琶登≧祭評融霜蒼宅窪ちき各零圭ぁを名丁た浄首貸享P支
援対策推進法第12条

記
1.常 時雇用す る労働者の数                     4 0

画 を
起 所
定 ・変更) し た 日      平 成 2 1 年 4 月 五

3 , 変 更 した場合の変更内容
① 一 般事業主行動計画の計画期間
②  目 標又は次世代育成支援対策の内容 ( 既に都道府県労働局長に届け出た一般事業主行動
計画策定 ・変更層の事項に変更を及ぼすような場合に限る。)

③ そ の他

4 -般 事業主行動計画の計画期間  平 成 21年  4月  1日  ～  平 成 23余 、 3月 31日

/ 〔
餃暑母8暑各暑母督母:景営

繰た霞隼葛せ晟を定めている
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くデ
弓脊ザ摯
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>◆
最撫膚章自社のホームペーく宝電重重重垂愛矛矛そ

②  そ の他の公表方法

(

7 . 一 般事業主行動計画の労働者への周知の方法

⑥ 事業所内の見やすい場所への掲示又は備え付け

② 書 面による労働者への交付

電子メールによる送信

その他の月知方法

支援対策の内容 (第二面に記載す ること)

対策推進法第 13条 に基づく認定の申講をする予定 R有1・無 ・

|

! 誘, : : 非
サえ 訂

::難||1綱
―罰定要件では、この期 |

:｀

ざ. 次 世代

9,次 世代育成

o lお 事業主行動計画の策定,屋出義務のある企業が
一般事業主行動計画を策定又は変吏する場合は、6.

■票ぴ7■1客りす宋"する町要があります。

8:雪昏]暑;暑]忌暑]暑暑、
・
[督]酒暑旨i品、:室魯]:埜雷号暑を3]8:]千そ]暑と言:

る場合は、6:及 び7.を 財す実施する (原貝」として、概ね3か月以内に公表及び労働者べの周知を行う)

必要があります。

寺走を幕窪す1葛かと!!

暑科こi計ざ彗軍軍岳島
謎捕緩 智!―
言8定申請ができなくな

るわけではありません:

様式第一号 (第一粂の二及び第二

規 格 A 列 召



※届出様式の裏面は、策定または変更した行動計画の内容について 「行動計画策定指針」に

掲げられている項目のうち該当するものに○をつけてくださしヽ。

そ
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して定めた事項
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活
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活
と
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す
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の
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備

ア 悟額摺渓戦比馬督ぎ格毎鍔魂智鴨あ空環プ茅
が確保について、労働者に対する制度の周知や

イ 子 どもが生まれ 争像 の父親め宋暇の取得の促進

ウ 育児 ・介議休ダ法の育豚 業制度 を上回 る期間、回数等の体業制度の実施
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吉
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を
】一一三
フ
始

も
＞
＞
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ど

ア
イ
ウ

エ

子
て

て
て
て

カ 子どもを育てる労働者が利用できる事業所内保育施設の段置及び運営

キ
る塔檀ぁ憂癌

る労働者が子 育てのた めのサー ビスを利用す る際に要す る費用の援助

ク

籍響言補震ぢ豊史
看護 のた めの体暇 について、時間単位で取得できる等 よ り利用 し

ケ 希望す る労働者に対す る勤務地、担 当業務の限定制度の実施

岳再あ皇編え督攣事?替子倉衆参煽好ダ赫導居憲法予離g添期 必要な費用
の貸

サ 墓握た全著ぞ麓舗遷覆漂釜雰母蒼斎虜ぁ督好保険法に基
づく育児休業給付、労働基

シ 出産や子育てによる退職者 についての再雇用制度の実施

そ
の
他

( 概 要 を 記 載 す る こ と )

‐
そ
‐の概
要
を
記
次
ｔ
て
く
だ
と
い
。

纂
鞣
雛
瑞
講
窮
ツ

２
）
的
き
方
の
見
直
し
に
資

す
る
多
様
な
労
働
条
件

の
整
備

ア 所定外労働の削減のための措置の実施

▼ 手次有給休暇の取得の促進 のための措置の実施

ワ 豆時間正社員制度の導入 ・定着

住宅 勤 務 等 の 場 所 。時 間 に と ら わ れ な い 働 き 方 の 導 入

オ 隣場優先の意識や固定的な性別役割分担意識の是正のための情報提 供 ・研修の実施

ヽ
の
他

(概要 を記載す ること)

２
　

１
以
外
の
次
世
代
育
成
支
援

対

策
に
関
す
る
事
項

(1) 所墾害港盛摯署語斎ごさ暑力据叢事管嬉評ダぎぞ寮讃丁!P賢冴予夢熟撞芦や商店街

撃整与督塔ごr卓ど曾讐拿事ぞで着宰g鯖増曜華療督録がダ想等
への労働者の参力]を

(3) 舌歩義奮r芳憂病ある労働者
の働いているところを実際に見ることができる「子ど

(4) 語磐寓ぞ豪遂録告窯麿響g婿国済嘉発会雪昏P避裏♂?押鎧等♂導為路砦養縄
(5)

E危 東病ダ言績雲新窓万落ご
ツプ等の就業体験機会の提供、 ト ライアル雇用等を通 じ

そ
の
他

(概要を配載すること)
々
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一押
麟次世代育成支援対策推進法(平成15年法律第 120号)(秒 )

※ 「児童福祉法等の一部を改正する法律 (平成 20年 法律第 85号 )」による改正後の
次世代育成支援対策推進法 (平成 23年 3月 31日 までの間)

(一般事業主行動計画の策定等)
第 12条  国 及び地方公共団体以外の事業主 (以下 「一般事業主」という。)で あって、常時雇用する
労働者の数が三百人を超えるものは、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画 (一般事業主
が実施する次世代育成支援対策に関する計画をいう。以下同じ。)を 策定し、厚生労働省令で定める
ところにより、厚生労働大臣にその音を届け出なければならない。これを変更したときも同様とする。
2 -般 事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一  計 画期間                               ｀
二  次 世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標
三  実 施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期
3 第 一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省
令で定めるところにより、これを公表しなければならない。
4 -般 事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のもの (第十六条第一項及び第二項に
おいて 「中小事業主」という。)は 、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画を策定し、厚
生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣にその旨を届け出るよう努めなければならない。こ
れを変更したときも同様とする。
5 前 項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令
で定めるところにより、これを公表するよう努めなければならない。
6 第 ―項に規定する一般事業主が同項の規定による届出又は第二項の規定による公表をしない場合
には、厚生労働大臣は、当該一般事業主に対し、相当の期間を定めて当該届出又は公表をすべきこと
を勧告することができる。

(一般事業主行動計画の労働者への周知等)
→請■2策の2 前 条第―項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したとき
は、厚生労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければなら
ない。
2 前 条第四項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労
働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講ずるよう努めなければなら
ない。
3 前 条算六項の規定は、同条第一項に規定する一般事業主が第一項の規定による措置を講じない場合
について準用する。

(基準に適合する一般事業主の認定)

第 13条  厚 生労働大臣は、第十二条第一項又は第四項の規定による属出をした一般事業主からの申請
に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、雇用環境の整備に関し、行動
計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画を策定したこと、当該一般事業主行動計画を実施し、
当該一般事業主行動計画に定めた目標を達成したことその他の厚生労働省令で定める基準に適合する
ものである旨の認定を行うことができる。

(表示等)

第 14条  前 条の規定による認定を受けた一般事業主 (以下 「認定一般事業主Jと いう。)は 、商品又
は役務、その広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの (次項にお
いて 「広告等」という。)に 厚生労働大臣の定める表示を付することができる。
2 何 人も、前項の規定による場合を除くほか、広告等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付じ
てはならない。



※ 「児童福祉法等の一部を改正する法律 (平成 20年 法律第 85号 )」による改正後の

次世代育成支援対策推進法 (平成 23年 4月 1日 以降の改正条文)(秒 )

(一般事業主行動計画の策定等)

第 12条  国 及び地方公共団体以外の事業主 (以下 「
一般事業主」という。)で あつて、常時雇用する

労働者の数が百人を超えるものは、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画 (一般事業主が

実施する次世代育成支援対策に関する計画をいう。以下同じ。)を 策定し、厚生労働省令で定めると

ころにより、厚生労働大臣にその旨を届け出なければならない。これを変更したときも同様とする。

2 -般 事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一  計 画期間

二  次 世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標

三  実 施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期

3 第 一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、これを公表しなければならない。

4 -般 事業主であつて、常時雇用する労働者の数が百人以下のものは、行動計画策定指針に即して、
一般事業主行動計画を策定し、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣にその音を届け出

るよう努めなければならない。これを変更したときも同様とする。

5 前 項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを公表するよう努めなければならない。

6 第 一項に規定する一般事業主が同項の規定による届出又は第二項の規定による公表をしない場合

には、厚生労働大臣は、当該一般事業主に対し、相当の期間を定めて当該届出又は公表をすべきこと

を勧告することができる。



認定基準

1 雇 用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。

2 行 動計画の計画期間が、2年以上5年以下であること。

3 策 定した行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。

4 平 成21年 4月 1日以降に新たに策定・変更した行動計画について、公表及び従業員への

周知を適切に行つていること。

5 計 画期間において、男性労働者のうち育児体業等をしたものが 1人以上いること。

【常時雇用する労働者の数が300人 以下の一般事業主】

ただし、当該計画期間においてその雇用する男性労働者のうち育児休業等をしたものがい

ない中小事業主 (一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が300人 以下のものをい

う。)に あつては、次のいずれかに該当すれば足りること,

① 計 画期間において、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること (ただし、1歳

に満たない子のために利用した場合を除くb)D

② 計 画期間において、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者に対する

所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。

③ 当 該計画の開始3年 以内の期間において、その雇用する男性労働者のうち育児休業

等したものが 人ヽ以上ぃれば足りること。

6 計 画期間内の女性労働者の育児休業等取得率が70%以 上であること。

【常時雇用する労働者の数が300人 以下の一般事業主】

ただし、当該計画期間において、育児休業取得率が70%未 満である中小事業主にあって

は、当該計画の開始前 3年 以内の日であって当該中小企業が定める日から計画期間の末日ま

での期間を計画期間とみなした場合における育児休業取得率が70%以 上であれば足りるこ

と。

7 3歳 から小学校就学の始期に違するまでの子を養育する労働者について、「育児休業に関す

る制度、所定ネ労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の指

置に準ずる制度JXを 議じていること。

※1「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措

置又は始業時刻変更等の指置」とは、育児 '介護休業ま第24条 第1項第3号により

事業主が必要な措置を議するよう努めなければならないとされている措置をいいます。

なお、これらの持置は計画期間終了時までに措置されていればよく、指置が詩じられ

た時期は問いませんD

※2「始業時刻変更等の措置」とは、以下のような措置をいいます。
・フレックスタイム制度
・始業 ・終美時刻の繰上げ・繰下げ
・事業所内保育施設の設置運営その他これに準ずる便宣の供与

8 次 の①こ③のいずれかを実施していること。

① 所 定外労働の削減のための措置

② 年 次有給休暇の取得の促進のための措置

③ そ の他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置

9 法 及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事業がないこと。
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